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加東市 令和元年度決算概要のポイント 

□ 令和元年度一般会計の決算額は、歳入が１９１億６千万円（対前年度比５億１千

万円減）、歳出が１８４億８千万円（対前年度比５億９千万円減）となり、前年度に

比べて、歳入・歳出ともに減となった。 

  また、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は、４

億６千万円の黒字となった。 

□ 歳入決算額は、市税や地方交付税の減などにより、前年度と比べて減額となった。

また、加東みらいこども園整備事業が完了したことによる合併特例債の減などで、

地方債も減少した。 

□ 市税の決算額は、６９億円となり、前年度と比べて１億２千万円減少した。税目

別では、市民税は、企業の収益悪化の影響などで法人市民税が前年度と比べて減少

した。また、固定資産税は、土地が前年度より減少したが、家屋と償却資産が増加

したため固定資産税としては前年度より増加した。 

□ 歳出決算額は、幼児教育・保育の無償化に伴い私立保育所等運営費が増加したこ

とで扶助費が増加した。また、加東みらいこども園整備事業の完了により投資的経

費が減少、北播磨清掃事務組合からの脱退により補助費等が減少した。 

□ 財政力の弾力性を示す経常収支比率は、補助費等の減などにより分子である経常

経費充当一般財源が減額となったものの、地方税や地方交付税の減で分母である経

常一般財源等も減額となったことから、前年度に比べて１．７ポイント上昇の８８．

９％となった。 

□ 地方債現在高は、一般会計で年度末残高が２２２億５千万円となり、前年度末に

比べて３億５千万円の減となった。全会計の年度末残高は、企業会計等で前年度末

に比べて９億７千万円減の１２５億１千万円となったため、前年度末に比べて１３

億２千万円減の３４７億６千万円となった。合併（平成１８年度）以来、１４年間

で残高は１５４億３千万円の減となっている。

 地方債の借り入れにあたっては、交付税措置のある有利な地方債の活用に努め、

実質的な地方債残高は、全会計で１１１億２千万円（一般会計４１億６千万円、一

般会計を除く他会計６９億６千万円）となる。 
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□ 基金現在高は、一般会計で１千万円減少し、年度末残高が１３６億７千万円とな

った。その他の特別会計等を含めた基金残高は、１４４億円となり、合併（平成１

８年度）以来、１４年間で９３億３千万円を積み立てた。 

□ 令和元年度の主な事業として、発達サポートセンター事業の拡充及び利用者の利

便性の向上を図るため旧社こども園を転用した発達サポートセンター運営事業（６

千万円）や、東条地域小中一貫校の開校に向け建設地の解体・造成工事を実施した

東条地域小中一貫校整備事業（１億円）、小・中学校教育振興事務事業（タブレット

ＰＣ導入）（９千万円）、やしろ国際学習塾整備事業（音響設備更新など）（１億円）、

東条文化会館整備事業（外壁修繕など）（６千万円）、県営ため池等整備事業（３千

万円）、滝野梶原線道路改良事業（２億６千万円）、企業立地促進事業（企業立地奨

励金）（１億２千万円）を実施した。 

新規事業では、加東消防署東条出張所隣接地のドクターヘリ離着陸場整備事業（１

千万円）、加古川右岸防災備蓄倉庫整備事業（１千万円）、プレミアム付商品券事業

（３千万円）、風しん予防接種事業（５百万円）などを実施するとともに、バスター

ミナル整備事業（１百万円）に着手した。 

また、ふるさと納税推進事業（５千万円）として、民間運営会社の活用によるポ

ータルサイトの追加や新たな情報発信等の取組を行った。 

□ 財政健全化判断比率の「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」は、一般会計、ま

た特別会計、企業会計を連結した場合の実質収支が黒字であるため、ともに算定さ

れない。 

□ 財政健全化判断比率の｢実質公債費比率｣は、標準財政規模の減及び公債費から控

除される基準財政需要額等が減少したことから、単年度では減少したものの、平成

２９年度から令和元年度までの３か年平均では、前年度と同率の４.７％となった。 

□ 財政健全化判断比率の｢将来負担比率｣は、将来負担額より充当可能財源等が多い

ため算定されない。参考値は、退職手当負担見込額が増えたことなどから、前年度

から１.５ポイント上昇の△８３．０％となった。 
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１　会計別決算の状況

　※企業会計は、収益的収入及び支出額（消費税抜き）を計上しています。

【説明】

２　一般会計収支の推移状況

（単位：億円）

230,000,000

261,000,000

160,204,544

31,000,000

273,573,414

4,028,074,022

31,915,379,869

5,455,408,851

1,146,459,737

1,738,901,231

2,570,047,883

7,982,880,425

492,229,636

681,291,976

19,656,817

3,482,233,584

歳入歳出差引

翌年度繰越財源

実質収支額

財政力指数(％)

5,615,613,395

32,831,418,969

181.5

0.84

H19H18 H22H21H20

0.80

5.2

1.9

7.1

157.6

164.7 166.4

0.81

・一般会計について、歳入歳出差引額681,291,976円のうち、226,050,000円を繰越事業に伴う一般財源等所要額
に、230,000,000円を財政調整基金に繰り入れることから、純繰越額は、225,241,976円となります。

916,039,100合　　　　　計

歳出決算額

18,477,090,593

差引額

区　　分

歳入総額

歳出総額

下水道事業会計

19,158,382,569

後期高齢者医療特別会計

介護保険保険事業特別会計

2,505,967,466

8,057,423,005

病院事業会計

水道事業会計

特
別
会
計

うち
基金繰入額

△ 49,288,453

21,000,000

14,786,593

40,099,170

0.73

8.1

0.8

8.8

181.4

190.2

令和元年度　決算の概要

（単位：円）

74,542,580

△ 64,080,417

一　般　会　計

10,000,000

0

4,008,417,205

企
業
会
計

会　　　計

小　　　計

小　　　計

国民健康保険特別会計

歳入決算額

1,420,033,151

1,689,612,778

507,016,229

3,522,332,754

184.3

5.5

0.6

6.2

160.3

H27H26H25

181.9

8.1

0.2

8.3

176.8

185.0

H24H23

7.1

0.7

7.8

174.1

0.82

6.5

0.8

7.3

174.2

7.7

0.1

7.8

176.5

0.6

4.7

200.5

205.2186.1

0.76

7.8

0.4

8.2

194.8

203.0

0.76

7.1

0.2

7.2

174.3

181.5

0.80

7.6

0.6

8.2

177.8

0.750.77

R1

191.6

184.8

6.8

2.2

4.6

0.690.72

4.3

0.1

4.4

194.5

198.9

H30H29H28

0.69

5.4

0.6

6.0

190.7

196.7

0.70

4.1

5.2

7.7

5.5
6.5

7.6 7.1 7.1
7.8 8.1 8.1

4.3 4.1

5.4
4.6

0.80 

0.81

0.84
0.82

0.80 
0.77 0.76 0.76

0.75
0.73 0.72

0.70 0.69 0.69

0.50

0.55

0.60

0.65

0.70

0.75

0.80

0.85

0.90

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

単
位
（
億
円
）

年度

実質収支額 財政力指数

- 3 -



３　令和元年度　一般会計の歳入の状況
単位：千円

年　　度

市民税・固定資産税・都市計画税・軽自
動車税など

6,894,598 36.0% 7,010,734 △ 116,136
市民税（個人）40百万円の増、市民税（法人）
226百万円の減、固定資産税（家屋・償却）65
百万円の増

国税の一定割合から、市の財政規模など
に応じて国から交付される。

3,726,046 19.4% 3,814,883 △ 88,837
普通交付税92百万円の減、特別交付税3百万円
の増

特定の事業を行うことで、事業費の一部
として国から支出される。

2,168,345 11.3% 1,926,681 241,664
道路更新防災等対策事業費補助金163百万円の
増、子どものための教育・保育給付費国庫負担
金75百万円の増

特定の事業を行うことで、事業費の一部
として県から支出される。

1,461,999 7.6% 1,361,824 100,175
農林水産業施設災害復旧費補助金61百万円の
増、子どものための教育・保育給付費県費負担
金27百万円の増

市の施設の利用料や公営住宅の家賃など 187,653 1.0% 215,714 △ 28,061 こども園等保育料25百万円の減

戸籍や住民票の証明手数料など 61,975 0.3% 53,405 8,570

市が所有している土地などの借地料や基
金などの運用によって生じる収入

82,120 0.4% 87,847 △ 5,727

広告料やその他の収入 494,888 2.6% 477,805 17,083 土地区画整理組合貸付金元金収入16百万円の増

市の基金からの繰入金 611,798 3.2% 408,508 203,290 財政調整基金繰入金350百万円の増

市が事業を行うために必要な借入収入 1,534,900 8.0% 2,517,700 △ 982,800
公立認定こども園整備事業等に係る合併特例債
757百万円の減

地方一般財源の不足に対処するため、投
資的経費以外の経費にも充てられる特例
として発行される地方債で、各自治体の
基準財政需要額を基本に発行可能額が算
定される。

572,000 3.0% 756,000 △ 184,000

地方譲与税、地方特例交付金、分担金及
び負担金、繰越金など

1,934,061 10.1% 1,796,775 137,286
地方特例交付金71百万円の増、寄附金（ふるさ
と納税）73百万円の増、自動車取得税交付金41
百万円の減

19,158,383 100.0% 19,671,876 △ 513,493

注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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４　市税の収入実績

単位：百万円

区 分 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

市 民 税 （ 個 人 ） 1,497 1,872 1,928 1,878 1,731 1,704 1,796 1,788 1,767 1,813 1,837 1,875 1,865 1,905

市 民 税 （ 法 人 ） 730 759 716 495 715 721 529 531 565 497 528 530 726 500

固 定 資 産 税 4,226 4,024 4,040 3,920 3,919 3,952 3,685 3,676 3,898 3,615 3,655 3,810 3,783 3,841

軽 自 動 車 税 86 100 104 127 125 101 99 100 102 103 119 125 129 135

た ば こ 税 276 275 274 254 260 301 290 318 307 301 300 289 289 292

鉱 産 税 4 4 3 2 4 3 3 2 3 3 3 3 3 3

都 市 計 画 税 279 290 289 283 280 192 214 213 218 212 213 219 215 220

市 税 合 計 7,099 7,324 7,353 6,960 7,033 6,976 6,616 6,629 6,859 6,543 6,655 6,851 7,011 6,895

前 年 度 と の 比 較 218 225 29 △ 393 74 △ 58 △ 360 13 230 △ 316 112 196 160 △ 116

　注）上記の金額は、百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　令和元年度の市税は、市税全体としては、対前年度比で116百万円の減となりました。税目別では、個人市民税が対前年度比で
40百万円の増、法人市民税が226百万円の減となり、市民税としては、対前年度比186百万円の減となりました。固定資産税は、土
地が対前年度比で7百万円の減となりましたが、家屋が36百万円、償却資産が29百万円の増となり、固定資産税としては、対前年
度比で58百万円の増となりました。
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５　令和元年度　一般会計の歳出の状況
単位：千円

年　　度

市議会の運営や、議員の報酬などの費用 161,598 0.9% 160,979 619

自治体の組織運営、基金積立金、徴税等の
費用

2,497,177 13.5% 2,502,823 △ 5,646

各種福祉事業や医療費助成などの費用 5,948,389 32.2% 6,587,677 △ 639,288 加東みらいこども園整備事業などの減

ごみ処理対策や市民の健康管理などの費用 1,271,263 6.9% 1,433,130 △ 161,867
北播磨清掃事務組合負担金、病院事業会計補助金及
び出資金などの減

雇用対策や勤労者支援などの費用 40,736 0.2% 46,004 △ 5,268

農林水産業の支援や指導育成などの費用 603,304 3.3% 618,650 △ 15,346
農業水利施設基盤整備事業、農業水利施設保全合理
化事業などの減

商工業の支援・育成や各種祭りの補助など
の費用

423,710 2.3% 334,447 89,263 企業立地奨励金、プレミアム付商品券事業などの増

道路・公園等の整備などの費用 2,310,439 12.5% 2,383,095 △ 72,656 市営住宅建設事業などの減

消防・救急活動や消防施設等の整備のため
の費用

921,609 5.0% 844,687 76,922 消防車両購入費などの増

学校の建設や生涯学習活動などの費用 2,139,983 11.6% 2,183,297 △ 43,314 東条地域小中一貫校整備事業などの減

災害によって生じた被害の復旧を行うため
の費用

139,751 0.8% 38,651 101,100 道路、橋梁災害復旧事業などの増

施設建設のために借り入れた市債の返済な
どの費用

2,019,132 10.9% 1,934,287 84,845 緊急防災・減災事業債などの元利償還金の増

18,477,091 100.0% 19,067,727 △ 590,636

市職員の給与、退職金、議員や委員の報酬
などの経費

2,308,535 12.5% 2,331,650 △ 23,115 退職者の増などによる人件費の減

高齢者・児童・生活困窮者などを援助する
ための経費

3,413,290 18.5% 3,308,233 105,057
私立保育所運営費、障害者自立支援サービス等給付
事業などの増

施設建設などのために借り入れた市債を返
済する経費

2,018,989 10.9% 1,934,148 84,841 緊急防災・減災事業債などの元利償還金の増

物品の購入や特定の事業を委託するための
経費

2,927,912 15.8% 2,820,678 107,234 ふるさと納税推進事業委託料などの増

市が管理する施設を維持するための経費 164,178 0.9% 172,882 △ 8,704

各種団体への補助や火災保険料などの経費 3,302,082 17.9% 3,398,122 △ 96,040 北播磨清掃事務組合負担金などの減

支出効果が施設等のストックとして後年度
に及ぶ性質の経費

2,223,917 12.0% 2,947,840 △ 723,923 加東みらいこども園整備事業などの減

積立金、出資金、繰出金など 2,118,188 11.5% 2,154,174 △ 35,986 病院事業会計出資金、水道事業会計出資金などの減

18,477,091 100.0% 19,067,727 △ 590,636

注）構成比率は、小数点第2位以下を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

教 育 費

消 防 費

民 生 費

衛 生 費

増減

商 工 費

土 木 費

労 働 費

農林水産業費

議 会 費

総 務 費

区　　分
構成比 平成３０年度 主な増減理由

そ の 他

計

性

質

別

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

投 資 的 経 費

令和元年度

目

的

別

計

公 債 費

災 害 復 旧 費

-
 
6
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６　令和元年度　主な財政指標等の状況
単位：千円

令和元年度 平成３０年度 増減

形 式 収 支 歳入総額から歳出総額を差し引いた額で、形式的な収支。 681,292 604,149 77,143

繰 り 越 す べ き 財 源 翌年度に繰り越した事業等の財源として、歳出予算から繰り越した金額。 226,050 65,778 160,272

実 質 収 支 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度繰り越し財源を差し引いた額で、実質的な収支。 455,242 538,371 △ 83,129

単 年 度 収 支
当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額で、黒字であれば剰余が生じてい
るか、前年度までの赤字が解消していることになる。

△ 83,129 132,473 △ 215,602

実 質 単 年 度 収 支
単年度収支に実質的な黒字要素である積立金及び繰上償還金を加え、実質的な赤字要素である基
金取り崩し額を差し引いた額。

△ 669,349 △ 98,767 △ 570,582

実質収支比率（％）
標準財政規模に対する実質収支額の割合で示される。実質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場
合は負の数で表される。

3.8 4.5 △ 0.7

経常収支比率（％）
財政構造の弾力性を表す指標で、人件費、扶助費、公債費などのように毎年経常的に支出される
経費に、地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源がどの程度使われてい
るかを示したもの。

88.9 87.2 1.7

減税補填債等除く 交付税措置不足分を補う臨時財政対策債を除いた比率 93.5 93.0 0.5

地 方 債 現 在 高 当該地方公共団体が発行した地方債の年度末残高。 22,243,633 22,600,988 △ 357,355

基 金 現 在 高 当該地方公共団体が積み立てた基金の年度末残高。 13,671,867 13,681,628 △ 9,761

財政調整基金 地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられた基金。 5,787,054 6,103,274 △ 316,220

　　　減債基金
地方債の償還及びその信用の保持のために設けられる基金で、後年度の地方債元利償還金に充当
するために積み立てられる。

765,086 763,718 1,368

　　　その他特目基金 財政調整基金、減債基金以外の基金。 7,119,727 6,814,636 305,091

財 政 力 指 数
当該地方公共団体の財政基盤の強さを表す指数で、この指数が高いほど自主財源の割合が高く、
財政力が強いことになる。

0.69 0.69 0.00

標 準 財 政 規 模
当該地方公共団体の標準的な状態での一般財源の規模を表すもので、地方税、普通交付税などの
計。

11,934,561 11,838,704 95,857

実 質 公 債 費 比 率
一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率を表すもので、
公債費の水準を測る指標。

4.7 4.7 0.0

将 来 負 担 比 率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。 ―（△83.0） ―（△84.5） ―（1.5）

主 な 財 政 指 標 等

-
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７　主な財政指標等の推移状況

実質収支比率 経常収支比率

標準財政規模に対する実質収支額の割合で示され、実
質収支が黒字の場合は正の数、赤字の場合は負の数で
表されます。

自由に使えるお金のうち、人件費や生活保護費、借金
返済などの避けられない支出にどれだけ充てているか
を示します。値が低ければ、懐に余裕があり、独自の
政策のために使えるお金の割合が増えます。

市民１人あたりの基金残高 市民１人あたりの地方債残高
各年度末人口で計算（R1年度末：40,214人） 各年度末人口で計算（R1年度末：40,214人）

実質公債費比率 将来負担比率

自治体の収入に対する負債返済の割合を示します。通
常、3年間の平均値を使用。18%以上になると、新たな
借金をするために国や県の許可が必要。25%以上になる
と借金を制限されます。

公社や出資法人も含め、自治体が将来支払う可能性が
ある負債の一般会計に対する比率。350%以上になると
早期健全化団体となります。

20.7%

19.4%
19.8%

19.2%

16.7%

14.5%

11.1%

8.9%

6.7%
5.9%

5.1%
4.7%

4.7%
4.7%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

実質公債費比率

109.6%

88.1%

64.6%

21.0%

-3.9%

-28.8%
-45.7%

-67.4%
-78.3%

-95.5%

-85.8%

-84.5%

-83.0%

-120%
-100%
-80%
-60%
-40%
-20%
0%
20%
40%
60%
80%
100%
120%
140%

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

将来負担比率

130,235 
140,138 

159,617 

182,424 

208,814 

243,386 

266,601 

288,605 

313,161 
329,500 

339,773 

355,904 
359,891 

358,120 

120,000円

140,000円

160,000円

180,000円

200,000円

220,000円

240,000円

260,000円

280,000円

300,000円

320,000円

340,000円

360,000円

380,000円

H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1

市民１人あたりの基金残高

1,210,276 

1,166,429 

1,101,366 

1,051,965 

1,011,627 

972,868 

939,119 

960,392 
934,686 

911,971 
898,584 

908,735 
900,945 

864,271 

800,000円

850,000円

900,000円

950,000円

1,000,000円

1,050,000円

1,100,000円

1,150,000円

1,200,000円

1,250,000円

H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1

市民１人あたりの地方債残高

90.9%

95.1%

93.5%

90.8%

82.8%82.9%

88.3%

82.9%

83.3%
84.6%

85.5%

87.6%

87.2%

88.9%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

経常収支比率

4.9%

7.2%

4.9%

5.7%

6.5%

6.0%6.0%

6.6% 6.9%
6.8%

3.6%

3.4%

4.5%

3.8%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

実質収支比率
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単位：千円

普通会計（臨時財政
対策債除く）

臨時財政対策債

下水道

水道

病院

単位：億円
年度

一般会計

診療所会計

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ会計

小計

下水道事業会計

水道事業会計

病院事業会計

小計

△ 3.2

△ 0.87%

△ 141.1

347.6

△ 13.2

△ 3.68%

△ 154.3

222.4

222.4

118.9

1.8

R1年度末

現在高

22,243,633

12,976,907

9,266,726

11,891,235

174,358

H29 H30H26

962,900

H25H23

1,338,539

R1

0.8

446,558

34,755,784

1.6

H28

204.5 226.0

226.0169.7

2.4

170.4

3.7

4.5

36,082,856

572,000

68,800

1,873,600

269,900

169.8 189.1

H22

3,200,672

229.6

3.9

243.4

172.8 169.8

3.5

2.6

4.3

155.8

361.1

4.9

167.9

204.5

128.5

2.0

4.3

134.8

360.8

4.5

125.2

190.1

169.7

△ 138.6

218.7

218.7

138.7

△ 137.9

2.3

4.3

145.3

364.0

2.9

0.79%

△ 2.2

△ 0.61%

363.3

H27

148.9

△ 140.8

194.2

194.2

1.2

159.9

3.1

△ 11.6

△ 3.04%

△ 131.6

178.6

370.3

190.1

△ 7.0

△ 1.87%△ 4.10%

△ 118.3 △ 120.0△ 127.0

189.1

4.2

4.4

190.8

381.9

7.0

1.85%△ 2.26%

193.9

2.0

182.2

△ 101.8

166.5

166.5

2.8

204.1

5.3

4.9

214.3

5.8

6.1

228.0

400.1

△ 16.6

△ 4.03%

168.9

168.9

3.2

216.1

383.6

△ 16.5

15.7

11.8

12.7

286.4

479.4

4.4

4.8

11.3

188.6

4.6

9.1

187.9

4.1

248.0

246,999 1,477,177

5,719

5,489

639,961

201,816

1,230,178

27,458

現在高

22,600,988

12,851,513

合計

9,334,687 40,140

50,781

86,245

2,018,640

８　令和元年度末会計別地方債残高の状況

区　　分

加東市合計

９　加東市会計別地方債現在高の推移

普通会計（一般会計）

元金

1,892,255

33,177

56,270428,539

3,585,264

R1年度

借入額

1,534,900

H30年度末 R1年度償還額

680,101

内
訳

13,266,301 1,252,294

企
業
会
計

384,592

利子

126,385

会計名

普
通
会
計

前年度との増減比較

172.5

4.7

4.2

202.8

374.9

174.2

加東市合計

△ 8.7

H24

172.8

H18 H19 H20 H21

介護ｻｰﾋﾞｽ会計
（H29～病院事業会計）

6.4

7.4

243.4

企
業
会
計

△ 22.5

258.9

△ 39.1

△ 3.44%

△ 16.6

462.8

270.8

10.1

△ 85.2△ 63.4合併時からの地方債増減額

前年度からの増減率 △ 4.49%

△ 22.5

9.6

8.8

261.8

438.5

△ 24.3

△ 5.27%

416.7

△ 21.8

△ 4.95%

188.6 187.9 172.8 169.8 168.9 166.5 169.7
189.1 190.1 194.2 204.5 218.7 226.0 222.4

4.4 4.1
3.9 3.5 3.2 2.8 2.4

2.0 1.6 1.2 0.8

258.9 248.0
243.4

229.6 216.1 204.1 193.9
182.2 170.4 159.9 148.9 138.7 128.5 118.9

15.7
12.7

9.6
6.4

5.8
5.3 4.7 4.2

3.7 3.1 2.6 2.3 2.0
1.8

11.8
10.1

8.8
7.4

6.1
4.9 4.2 4.4

4.5 4.9 4.3 4.3 4.3
4.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

現
在
高
（
億
円
）

普通会計 介護ｻｰﾋﾞｽ会計

（H29～病院事業会計）

下水道事業会計 水道事業会計 病院事業会計

年度
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単位：千円

財政調整基金

減債基金

その他特目基金

公共施設整備基金

国際交流基金

地域情報化基金

福祉基金

やしろ鴨川の郷基金

災害対策基金

地域振興基金

他会計特目基金

国保財政調整基金

介護保険給付費準備基金

介護従事者処遇改善基金

単位：億円
年度

119.1

1.7

3.4

124.2

9.5

55.2

8.3%

73.5 91.985.9

66.6

135.4

3.8

3.4

142.6

6.0

4.4%

80.6

57.8

126.0

1.9

3.4

131.3

4.0%

46.9

102.5

1.1

2.8

106.4

10.5

10.9%

55.7

52.0

7.5

51.2

110.7

1.0

3.0

114.7

8.3

7.8%

64.0

14.0%

21.6

13.3

16.1%

79.7

0.1

2.8

82.6

10.3

14.2%

31.9

92.5

0.6

2.8

95.9

45.2

63.4

7.7

0.9

51.6

1.8%

2.3

7.9%

5.0

13.8%

12.7

680

707,797

3.7

2.8

72.3

8.9

35.7

3.8

29.8

45.6 69.3

0.9

0.2

50.9

2.5

2.3

55.7

4.1

61.0

0.4

2.0

300,000

336

2,205

14

2,000

7,592

1,561

611,797

96,000

96,000

249

32,688

7,592

32,036

652

40321,000

300,000

300,000

13,780

1,368

16,888

5,096

84

合併時からの積立金増減額

前年度からの増減率（％）

前年度との増減比較

基金名
財政調整基金

土地開発基金

加東市合計

特別会計基金合計

減債基金

普通会計合計

その他特目基金

10　令和元年度末　加東市基金現在高の状況

普
通
会
計
（

一
般
会
計
）

基金残高の内訳

普通会計(一般会計)基金合計

全会計基金合計

特
別
会
計

813,594 2,205

剰余金 元金

339,000

300,000270,000

69,000

48,000

192,465

H30年度末
現在高

6,103,274

763,718

土地開発基金（土地除く）

H18 H21

339,000

27.1

3.6

323,227

34.614.9 19.2 25.0

23,227

43.9

7.7

40.9

39.2

土地開発基金を含む総合計 33,368

56.3

7.6

H24 H25 H28H26 H27

60.6

11　加東市基金積立残高の推移

5.9

H22H19

28.0

3.7

H20

32.3

3.7

H23

707,797

48.1

7.5 7.6

6,814,636

3,342,007

86,663

225,282

202,264

14,076,357

337,273

14,413,630

8,344

408,746

1,930,000

13,681,628

394,729

R1年度中増減
取崩

600,000

11,797

利子

270,000

H29

61.9

7.6

60.9

130.4

2.8

3.4

136.6

5.3

61.2

7.6

71.2

136.7

3.7

3.6

144.0

△ 0.17.1

5.7% -0.1%1.1%

93.3

R1年度末
現在高

5,787,054

765,086

7,119,727

3,647,103

84,747

225,618

813,594

8,358

410,307

1,930,000

13,671,867

368,381

117,868

250,513

14,040,248

361,180

14,401,428

R1

57.9

7.7

93.4

H30

61.0

7.6

68.2

136.8

3.9

3.4

144.1

1.5

27.1 28.0 32.3 35.7 39.2 43.9 48.1 52.0 56.3 60.6 61.9 61.2 61.0 57.93.6 3.7
3.7

3.8
5.9

7.7
7.5

7.5
7.6 7.6

7.6 7.6 7.6
7.7

14.9
19.2

25.0
29.8

34.6

40.9

46.9
51.2

55.2
57.8

60.9 66.6 68.2 71.2

3.7
2.5

0.4

0.2

0.1

0.6

1.1

1.0

1.7

1.9
2.8

3.8 3.9 3.7

2.3
2.3

2.0

2.8

2.8

2.8

2.8

3.0

3.4

3.4
3.4

3.4 3.4 3.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

現
在
高
（
億
円
）

財政調整基金 減債基金 その他基金 特別会計基金合計 土地開発基金

年度
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□　健全化判断比率の公表等

比率悪化 さらに悪化

早期健全化
基準

財政再生
基準

加東市

経営健全化
基準

加東市

　当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模
に対する比率です。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模であ
る料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示
す指標ともいえます。

20.0%
―

算定されない

④将来負担比率

350.0%
―

算定されない

　加東市の会計で負担する公債費のほか、一部事務組合や市が出資す
る第３セクターなどの負債のうち本市が将来的に負担すべき金額か
ら、基金などの貯蓄や歳入の見込まれる財源見込みを差し引いたもの
が、財政規模に対してどれくらいの割合になっているのかを示すの
が、将来負担率です。

資金不足比率

②連結実質赤字比率

18.06% 30.00%
―

算定されない

　一般会計等のほか、水道事業会計など市の全ての会計を合計した結
果、実質赤字が生じている状態が連結実質赤字です。
　財政規模に対する連結実質赤字の割合が連結実質赤字比率です。

③実質公債費比率

25.0% 35.0% 4.7%

　道路建設などの資金として借りた地方債（自治体の借金）を償還す
るのが公債費です。
　一般会計で負担する特別会計の公債費も含めた額が、財政規模に対
してどのくらいの割合になっているか示すのが実質公債費比率で、過
去３年間の比率の平均により算出します。

□　健全化判断比率・資金不足比率

健全化判断比率

①実質赤字比率

13.06% 20.00%
―

算定されない

　形式的には黒字であっても、翌年度の収入をその年度に繰り上げて
いたり、その年度に支払うべきものを翌年度に繰り延べしているなど
して実質的には赤字の状態を実質赤字といいます。
　一般会計等における実質赤字が、財政規模に対してどれくらいの割
合になっているかを示す比率です。

加東文化振興財団など

加

東

市

一般会計等 一般会計

公
営
事
業
会
計

公営企業
会計等以
外の特別
会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険保険事業特別会計

公営企業
会計等

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

加東市が加入する一部事務組合

小野加東広域事務組合など

加東市が出資する公社・第３セクター

①実質赤字比率
自主的な改善努力
による財政健全化

国等の関与による
確実な再生

②連結実質赤字比率
③実質公債費比率
④将来負担比率

11　令和元年度　財政健全化判断比率等の概要

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

○地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率及び資金不足比率
を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが、平成２０年度から義務づけられてい
ます。

健全化判断比率
財政の早期健全化 財政の再生
（早期健全化基準） (財政再生基準）

黄信号 赤信号

①
実
質
赤
字
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率
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≪歳入≫

280,803 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他
社会保障
財源化分

その他

福祉タクシー 20,162 2,205 1,900 16,057

老人措置 19,636 2,771 1,700 15,165

緊急通報体制等整備 3,431 60 300 3,071

高齢期移行助成事業 3,513 1,373 200 1,940

障害者給付金給付事業 33,529 8,705 2,600 22,224

自立支援給付事業 596,463 461,305 14,100 121,058

地域生活支援事業 60,506 21,109 312 4,100 34,985

障害者（児）等支援事業 1,900 946 100 854

重度障害者医療費助成事業 44,141 23,046 2,200 18,895

高齢重度障害者医療費助成事業 39,520 16,681 2,400 20,439

児童福祉事業 46,918 17,189 1,366 2,900 25,463

乳幼児等医療費給付事業 104,149 34,429 7,300 62,420

こども医療費給付事業 54,024 10,020 78 4,600 39,326

障害児通所支援等給付事業 89,772 68,442 2,200 19,130

母子家庭等医療費給付事業 8,205 3,708 500 3,997

保育所運営事業 1,259,671 871,714 32,200 37,000 318,757

生活保護支給事業 250,436 209,922 4,200 36,314

小　　計 2,635,976 1,748,589 0 38,992 88,300 760,095

国民健康保険特別会計繰出金事業 295,927 145,368 15,700 134,859

介護保険保険事業特別会計繰出事業 537,026 15,678 54,300 467,048

後期高齢者医療事業 489,072 12,928 49,600 426,544

後期高齢者医療特別会計繰出事業 95,804 71,853 2,500 21,451

小　　計 1,417,829 232,899 0 12,928 122,100 1,049,902

病院事業会計補助及び出資事業 485,048 50,490 434,558

健康増進事業 39,512 2,935 2,600 3,500 30,477

後期高齢者医療健康診査事業 3,998 3,874 12 112

感染症予防事業 117,065 2,296 11,900 102,869

母子保健事業 45,063 2,177 4,500 38,386

未熟児養育医療事業 1,704 1,694 1 9

小　　計 692,390 9,102 0 6,474 70,403 606,411

4,746,195 1,990,590 0 58,394 280,803 2,416,408

※社会保障施策に要する経費：「社会福祉」（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など）、
「社会保険」（国民健康保険、介護保険など）、「保健衛生」（医療、感染症その他疾病予防対策、健康増進対策など）

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　　計

12　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

市町村交付金（社会保障財源化分）決算額

≪歳出≫

事　　　業 決算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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【令和元年度都市計画税使途状況】
(単位：千円）

都市計画税 その他

街路整備 378,102 343,767 10,293 24,042

公園整備 0 0 0 0

下水道整備 37,930 37,909 6 15

地方債償還 199,454 0 59,795 139,659

下水道事業会
計
地方債償還

499,414 0 149,721 349,693

その他事業 0 0 0 0

合　　計 1,114,900 381,676 219,815 513,409

30.0 %　        ※一般財源のうち都市計画税の割合

13　令和元年度　加東市都市計画税の使途について

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う街路、公園整備等の都市計画事業や土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業などに要する費用
に充てることを目的とした地方税です。
　令和元年度の都市計画税（219,815千円）は、次のとおり都市計画事業費等（1,114,900千円）の財源として活用しました。

事　業　名 事業費
財源内訳

特定財源
一般財源

街路整備

4.7%

下水道整備

0.0%

地方債償還

27.2%

下水道事業会計

地方債償還

68.1%

-
 
1
3
 
-


